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図 1 建物棟数・世帯数の現地調査結果の一例 

 

表 1 国勢調査データの世帯数と現地調査結果の比較 

 

2階建（影の長さから推定）
戸建（建築面積から推定）
2世帯（延床面積から推定）

12

12
3

4

5

6
7 8

9

10

11

12

13

1

16階建（現地調査）
共同住宅（現地調査）

15世帯（インターホン数）

20階建（現地調査）
共同住宅（現地調査）

54世帯（インターホン数）

13階建（現地調査）
共同住宅（現地調査）

36世帯（インターホン数）

17階建（現地調査）
共同住宅（現地調査）

32世帯（インターホン数）

2階建（現地調査）
コンドミニアム（現地調査）

8世帯（インターホン数）

2階建（現地調査）
コンドミニアム（現地調査）
12世帯（インターホン数）

7階建（現地調査）
共同住宅（現地調査）

12世帯（ベランダの数から推定）

→ 現在建設中の建物

2階建（現地調査）
戸建（現地調査）

5世帯（ドアの数から推定）

2階建（現地調査）
戸建（現地調査）

1世帯（ドアの数から推定）
2階建（現地調査）
戸建（現地調査）

1世帯（ドアの数から推定）

8階建（現地調査）
共同住宅（現地調査）

14世帯（窓の数から推定）

2階建（現地調査）
戸建（現地調査）

1世帯（ドアの数から推定）

2
3

4

5

6-1

6-2

7 8 9
10

11

13

GIS データと衛星画像を利用した建物分布の把握 

-その 2 ペルー・リマ市の中高層住宅地におけるケーススタディ- 
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1．はじめに 

建物に対する地震被害想定では，想定地震動や各種建

物の耐震性能の評価に加えて建物台帳データが必要とな

る．建物台帳データは，一般に航空写真の目視判読によ

り作成されることから，広域のデータを作成するには多

大な費用や労力がかかる．このため，開発途上国では，

建物台帳データが整備されているケースは少なく，簡便

に建物台帳データを作成する手法を検討することが重要

と考えられる． 
高瀬ら 1)は，開発途上国の一つであるペルーの首都リマ

を対象として，郊外の低層住宅地における建物棟数の把

握を行った．しかし，リマ全体を考えると中高層建物を

含む地域に対しても検討が必要となる．そこで本研究で

は，中高層住宅地を対象として，既存の GIS データおよ

び高分解能衛星画像を利用して，簡便に建物棟数を推定

する手法を検討した． 
2．利用した GIS データと衛星画像 

リマにおける建物情報を含む GIS データとして，国勢

調査データがある．これは，ペルー統計局が 2007 年にリ

マ全域を対象にまとめたもので，街区ごとに，戸建や共

同住宅といった建物用途ごとの世帯数が含まれている．

しかし，被害想定に必要な建物棟数や建物高さの情報は

含まれていない．そこで，この国勢調査データと高分解

能衛星 WorldView-2（WV2）画像（2010 年 3 月撮影）を

利用して，建物棟数や建物高さの把握を試みた．なお，

本研究では住宅建物のみを対象として検討を行う． 
3．建物用途ごとの世帯数と建物棟数の関係 
国勢調査データの世帯数と建物棟数の関係を検討する

ために，中高層建物を含む住宅地計 7 街区を対象として

現地調査を行い，建物棟数，建物用途，階数，世帯数を

調べた．また，各建物の建築面積については WV2 画像の

目視判読から推定した．調査結果の一例を図 1 に示す．

対象地域では，戸建，共同住宅，コンドミニアムの 3 種

類の用途が確認できた．国勢調査データによる世帯数と

現地調査による世帯数，建物棟数の関係を表 1 に示す．

両世帯数は概ね対応していることが確認できる． 
現地調査結果から，戸建の建物棟数と世帯数は概ね同

程度であること，コンドミニアムでは平均的に 1 棟あた 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
り 8 世帯が居住していることがわかった．共同住宅の規

模や高さは様々であることから，世帯数と棟数の関係を

見出すことは難しい．このため，世帯数データから共同

住宅の建物棟数を推定するためには，建物の規模や階数

を把握する必要がある． 
調査した街区における戸建と共同住宅の階数の頻度分

布を図 2 に示す．戸建は 2 階建のものが多いのに対して，
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図 2 建物階数の頻度分布 

 

図 3 1 世帯あたりの延床面積の頻度分布 

 

図 4 WV2 画像の影長さによる建物高さの推定結果 

 

図 5 建物棟数推定の流れ 

 

図 6 提案手法による建物棟数の推定結果 
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共同住宅は 2～20 階程度と低層から高層のものまでみら

れた．また，共同住宅の建築面積は 100m2 以下のものか

ら 800m2以上の大規模なものまで様々であった． 
世帯数と建物規模との関係を調べるために，建築面積

と階数から各建物の延床面積を算出し，1 世帯あたりの延

床面積を求めた．その頻度分布を図 3 に示す．戸建，共

同住宅ともに平均的に 1 世帯あたりの延床面積は約 180m2

であった． 
次に，建物高さを把握するために，WV2 画像における

建物の影長さと撮影時の太陽高度を利用して，中高層建

物高さの推定を試みた．現地調査により高さを計測した

計 62 棟の建物に対する推定結果を図 4 に示す．図より，

精度良く建物高さを推定できていることが確認できる． 
5. 建物高さの情報を含む建物棟数の推定手法 

以上の検討に基づき，国勢調査データと高分解能衛星

画像による建物棟数の推定方法を図 5 に示す．まず，戸

建建物の棟数は，国勢調査による世帯数と等しいものと

して推定し，コンドミニアムは世帯数を 8 で徐した数を

棟数として推定する． 
次に，共同住宅については，まず 3 階以上の中高層建

物を対象として，WV2 画像から建物棟数，建物高さ，建

築面積を把握する．建築面積と階数から延床面積を算出

し，平均的な 1 世帯あたりの延床面積 180m2 を利用して，

中高層の共同住宅の世帯数を推定する．低層の共同住宅

の世帯数は，国勢調査による共同住宅の総世帯数と推定

した中高層共同住宅の世帯数の差から求める．低層の共

同住宅の棟数は，高瀬ら 1)の検討結果を基に，世帯数を 4
で徐した値を棟数として推定する． 

提案手法をリマ市内の住宅地計 24 街区に適用した．推

定した建物棟数と WV2 画像から判読した建物棟数の比較

を図 6 に示す．図をみると，両者は概ね対応しており，

本手法の妥当性がある程度確認された． 
6．結論 

本研究では，ペルー・リマの中高層建物を含む地域を対

象として，建物高さの情報を含む建物棟数の推定手法に

ついて検討した．共同住宅以外の低層建物については，

国勢調査データの世帯数と棟数の関係から棟数を推定し，

共同住宅については，WV2 画像から判読した建物高さや

規模を利用して棟数を推定した．本手法をリマ市内の街

区に適用した結果，建物棟数を概ね推定できることを確

認した． 
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